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Abstract
The purpose of this study was to investigate the relationship between participation in local community activities and the living situ-
ation of residents of large-scale urban apartments. An anonymous self-administered questionnaire was conducted for 1,647 people. 
Questionnaire items were gender, generation, number of household members, type of ownership status, floor level of residence, years 
of residence, presence or absence of employment, and presence or absence of participation in community activities. There were re-
sponses (recovery rate: 56.5 %) from 931 persons; 858 of these (valid response rate: 52.1 %) were completed correctly and used in 
the final analysis. A multivariate logistic analysis was performed with the presence or absence of participation in community activities 
as the dependent variable. As a result, it was found that participation in community activities was significant for women under the age 
of 65. A significant association was found in the residential floor level for those aged 65 and over, and the association became weaker 
as the age increased. Regardless of the age group, there was a significant association between participation in community activities 
and the number of household members, the type of ownership status (i.e. rent vs own), and the length of years of residence. It was 
also confirmed that for those aged 65 and over, the longer the number of years of residence, the stronger the relationship. This study 
showed that in addition to the number of household members and years of residence, it is necessary to also consider the ownership 
status and floor level of residence when evaluating participation in community activities.
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1.  はじめに

　都市郊外の大規模集合住宅やニュータウンでは、超高

齢化と少子化の進行が著明である（伊藤， 2019）。そして、

人口減少と空き家の増加、公共施設の老朽化とバリアフ

リー化の遅れ、近隣商店街の衰退、公共交通の撤退など

多様な地域課題が報告されている（伊藤， 2019）。集合住

宅はいわば都市郊外の高齢化のホットスポットとなって

いる（斎藤・近藤， 2019）。さらに、公団や公営住宅では、

高齢世帯の増加や新たに転入する高齢者がいる一方で、

若い世代の転入が進まないといったことも生じている。

　大規模集合住宅の住居者においては、高齢者の低栄養

（Nakamura, Okada, Ojima, & Kondo, 2017）、要介護者の増

大（Mitsutake, Ishizaki, Teramoto, Shimizu, & Ito, 2019）など

の問題も指摘されている。大規模集合住宅住居者の活動

面に焦点を当てると、高層階に住居する高齢者の外出頻

度や歩行数の低下（濱田・樋野・石井， 2018）や、ニュー

タウンにおけるロコモティブシンドロームの高リスクが

指摘されている（藤堂・樋口・今岡・北川・平島・上田， 
2015）。そして、地域活動を含むソーシャルキャピタル

の低下により、運動習慣が少ないことも説明されている

（Saito-Kokusho, Murata, Kondo, & Kondo, 2016）。このよう

に、これまで大規模集合住宅を対象として、高齢者の身体

活動、住民のつながり、建造環境を含む住環境など様々な

調査が実施されてきた。これら大規模集合住宅やニュータ

ウンに発生している問題に共通する要因として、ソーシャ

ル・キャピタルの脆弱性、高い独居率による家族サポート

の得られにくさがあげられている（伊藤， 2019）。ソーシャ

ル・キャピタルの測定にも使用されている地域活動への

参加に焦点をあてることは重要である（Coleman, 1988; 藤
澤・濱野・小藪， 2007）。地域活動は、地域行事、町内会

活動、老人会活動、趣味の会の活動、奉仕活動、特技な

どの伝承活動などの社会的な活動にあたり（橋本・青木・

玉腰・柴崎・永井・川上・五十里・尾島・大野， 1997; 小
林， 2015）、地域活動への参加は，精神面への好影響、生

活機能の維持につながる（Hong, Hasche & Bowland, 2009; 
Mendes de Leon, Glass, & Berkman, 2003）。大規模集合住宅
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の住居者にとっても、健康を維持するために地域活動へ

の参加が重要になるが、建造環境を含む住環境との関連

についての調査はなされていない。さらには、住居棟の

種類による差異も未知である。建造環境が地域活動参加

の障壁となっている可能性も考えられ、異なる種類の住

居棟が混在している大規模集合住宅での調査が必要とな

る。本研究は、都市型の大規模集合住宅の住居者を対象に、

地域活動参加と住環境との関係性を調査することを目的

とした。本研究により、集合住宅を抱えるコミュニティ

としての地域保健の推進に寄与できるかもしれない。

2.  方法

　大阪市住之江区南港にある 3 つのタイプの大規模集合

住宅（分譲・公営・賃貸）に住居する 1,647 名を対象に、

社会福祉協議会、自治会、まちづくりセンター、地域包

括支援センターの協力を得て、無記名自記式アンケート

を実施した。アンケートは、2018 年 10 月に、郵便ポスト

への投函もしくは直接の手渡しで実施した。そして、依

頼後 2 週間が経過した時点で、直接訪問して回収した。

931 名から回答（回収率：56.5 %）があり、地域活動参加

への回答の漏れあった 9 名、性別や年齢に記載漏れがあっ

た 64 名を除いた 858 名（有効回答率：52.1 %）が最終解

析の対象となった。調査地域は、大阪府西部にある人工

島の中央部に位置する高層住宅地で、100 ヘクタールの

ニュータウンである。なお、本地域には、一戸建ての住

居は存在しない。

　本研究は、森ノ宮医療大学研究倫理審査部会の承認を

得て実施した（承認番号 2019115）。参加者へは、アンケー

ト用紙に参加を拒否しても不利益にならないこと保障し

た上で、アンケート調査の回収をもって同意とした。

　アンケートの内容は性別、世代（18 ～ 30 歳、31 ～ 50
歳、51 ～ 64 歳、65 歳～ 74 歳、75 歳以上）、住居者数（1
人、2 人、3 人、4 人以上）、住居棟の種類（分譲、公営、

賃貸）、住居階層（低層階：1 ～ 3 階、中層階：4 ～ 6 階、

高層階：7 階以上）、住居年数（3 年未満、3 ～ 5 年未満、

5 ～ 10 年未満、10 ～ 20 年未満、20 年以上）、就労の状況

（在職、無職）とした。そして、地元の協議会が主催する

地域活動への参加の有無を問うた。地域活動は、過去 1
年間に実施した地域大掃除、廃油回収、小学校親子スポー

ツ大会、緑盆踊り大会、子どもフェスタ、地域もちつき

大会、合同防災訓練、福祉会館で開催されるふれあい会、

ふれあい喫茶、高齢者食事サービス、小物づくりの会で

あった。これらの活動は、橋本ら（1997）が分類してい

る社会的活動にあたる。

2.1  統計解析

　最初に、住居者の属性と住環境の特性を記述統計にて

概観した。そして、住居者を 65 歳未満と 65 歳以上に分

類し、従属変数を地域活動参加とし、独立変数を性別、

住居者数、住居棟の種類、住居階層、住居年数、就労の

有無として χ2
乗検定を用いて比較した。次に、従属変数

と独立変数の関連性を、独立変数を相互に調整した多変

量ロジスティック解析（強制投入法）を用い解析した。

全ての独立変数は、Variance Inflation Factirs （VIF）が 1.04
から 1.57 の範囲であり、多重共線性は認められなかった。

傾向性の検定は、Mantel-Haenszel test for trend を用い、住

居階層と住居年数について実施した。解析には、SPSS 
ver. 26（IBM, Tokyo）を用い、有意水準は 0.05 に設定した。

3.  結果

　回答者 858 名の性別は、男性 294 名、女性 564 名であっ

た。65 歳未満では 161 名が地域活動に参加し、89 名が不

参加であった。65 歳以上では、430 名が参加し、178 名が

不参加であった。65 歳未満・以上ともに、地域活動参加

の有無に有意な差を認めた項目は、性別、住居棟の種類、

住居年数であった。65 歳未満では、住居者数に有意な差

を認めた（表 1）。
　地域活動参加の有無を従属変数とした多変量ロジス

ティック解析の結果、65 歳未満では、地域活動参加は、

性別、住居者数、住居棟の種類、住居年数において有意な

関連が認められた。女性は男性に比較して、地域活動参加

の調整オッズ比が 2.44（95 % 信頼区間；1.22 ～ 4.86）であっ

た。住居者数が 3 人および 4 名以上であることは、独居

と比較してそれぞれ調整オッズ比が 2.75（95 % 信頼区間；

1.01 ～ 7.48）、3.49（95 % 信頼区間；1.11 ～ 11.01）であった。

また住居年数は、3 年未満と比較して、10 年以上 20 年未

満および 20 年以上であることは地域活動参加の調整オッ

ズ比がそれぞれ 3.30（95 % 信頼区間；1.03 ～ 10.56）、3.55
（95 % 信頼区間；1.18 ～ 10.69）であった。65 歳以上では、

住居者数、住居棟、住居階層、住居年数において関連が

認められた。住居者数が 3 人であることは、独居と比較

して地域活動参加の調整オッズ比が 2.51（95 % 信頼区間；

1.15 ～ 5.52）であった。住居階層において、高層階は低層

階に比べて、地域活動参加の調整オッズ比が、0.45（95 %
信頼区間；0.24 ～ 0.86）であった。住居階層のオッズ比は、

高層階ほど低い傾向がみられた（p for trend = 0.03）。住居

年数は、3 年未満と比較して、10 年以上 20 年未満および

20 年以上であることは、地域活動参加の調整オッズ比が

それぞれ 4.35（95 % 信頼区間；1.38 ～ 13.7）、4.11（95 %
信頼区間；1.45 ～ 11.65）であった。住居年数のオッズ比

は、年数が長くなるほど高い傾向がみられた（p for trend < 
0.01）。両年齢層において、地域活動参加と住居棟の種類

に関連性が認められた。就労の有無は、年齢層に関わらず、

地域活動参加と関連はなかった。（表 2）

4.  考察

　本研究は、都市型の大規模集合住宅の住民を対象とし、

地域活動参加の有無と建築構造を含む住環境を調査した

はじめての研究である。地域活動への参加は、性別や住居

階層、独居、住居棟の種類、住居年数に関連が認められ

た。健康寿命を脅かす引き金は社会性の低下ともいわれ

ており、地域との結びつきが重要となる。地域活動を含

む社会活動への参加は、健康との関連があり（Hong et al., 
2009; Mendes et al., 2003）、大規模集合住宅においても、地
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域活動参加に関連する住環境に関する要因を見出すこと

は意義がある。さらには、中年期の社会参加における研

究は少なく（金 ・ 新開・熊谷・藤原・吉田・天野・鈴木， 
2004; 白砂・渕田， 2019）、中年期へ焦点をあてる必要があ

る。マレーシアやシンガポールなどアジア圏においても、

比較的大規模な集合住宅が増えつつあるが（みずほ情報

総研， 2015）、建築構造による地域活動についての報告は

なされていない。集合住宅を対象としていないが、住環

境において、近隣住民や迷惑が生活の質と関連すること

が示されている（Gobbens & van Assen, 2018）。
　65 歳未満の女性は、男性に比べ地域活動参加と関連

が強かった。女性は、家事に比べて社会参加はやりがい

があり、つながり感があると感じている（吉井・山崎 , 
1999）。所属感があることや家庭内役割から逃れること

が健康につながるとの報告もある（Sorensen & Verbrugge, 
1987）。大規模集合住宅においても、65 歳未満の場合、こ

れらのことが女性の地域活動への参加に関係している可

能性がある。一方、男性は過去に社会参加をしていない

場合、高齢期に社会参加することが難しく（片桐， 2013）、
定年前の男性は地域との関係が希薄であり、定年後に地

域活動へ参加をしたいと思っても参加できていないとい

われている（船山・堀口・辻本・丸井， 2007）。中年者を

対象とした研究は少ないが（尾関・筒井・野田， 2015）、
男性は在職中の早い時期からの地域における社会参加の

重要性が指摘されている（岡本， 2006）。高齢者は、老化

に伴う身体機能の低下、定年退職による社会的ネットワー

クの縮小を理由に、社会参加の機会が少なくなっている。

そのため男性は、役割の喪失や生きがいの喪失といった

危機に陥りやすいことが指摘されている（金他， 2004; 白
砂・渕田， 2019）。さらに、政令指定都市の男性高齢者は、

社会的・奉仕的活動が郡部よりも低いことも示されてい

る（玉腰・青木・大野・橋本・清水・五十里・坂田・川

村・若井， 1995）。大規模集合住宅においても、男性の場

合、高齢期前に地域活動参加への準備が必要となる。男

全員 65 歳未満 65 歳以上

参加無 参加有 参加無 参加有 p-value 参加無 参加有 p-value
性別

男性 109（40.8） 185（31.3） 32（36.0） 35（21.7）
0.02

77（43.3） 150（34.9）
0.04

女性 158（59.2） 406（68.7） 57（64.0） 126（78.3） 101（56.7） 280（65.1）
住居者数

独居 96（36.8） 159（27.5） 23（26.4） 22（13.8）

< 0.01

73（42.0） 137（32.7）

0.052
2 人 128（49.0） 278（48.1） 43（49.4） 66（41.5） 85（48.9） 212（50.6）
3 人 26（10.0） 103（17.8） 13（14.9） 41（25.8） 13（7.5） 62（14.8）
4 人以上 11（4.2） 38（6.6） 8（9.2） 30（18.9） 3（1.7） 8（1.9）

世代

18-30 歳 4（1.5） 5（0.8）
31-50 歳 29（10.9） 51（8.6）
51-64 歳 56（21.0） 105（17.8）
65-74 歳 101（37.8） 247（41.8）
75 歳以上 77（28.8） 183（31.0）

住居棟の種類

分譲　 43（16.2） 122（20.7） 11（12.4） 36（22.6）
< 0.01

32（18.1） 86（20.0）
<0.01公営　 173（65.0） 456（77.4） 65（73.0） 118（74.2） 108（61.0） 338（78.6）

賃貸 50（18.8） 11（1.9） 13（14.6） 5（3.1） 37（20.9） 6（1.4）
住居階層

低層階（1 ～ 3 階） 32（13.1） 94（17.0） 13（15.7） 17（11.0） 
0.34

19（11.8） 77（19.3）
0.08中層階（4 ～ 6 階） 59（24.2） 127（22.9） 22（26.5） 34（21.9） 37（23.0） 93（23.3）

高層階（7 階以上） 153（62.7） 333（60.1） 48（57.8） 104（67.1） 105（65.2） 229（57.4）
住居年数

3 年未満 29（11.8） 17（3.0） 15（17.6） 9（5.8）

0.048

14（8.7） 8（2.0）

< 0.01
3 年以上～ 5 年未満 16（6.5） 22（3.9） 5（5.9） 12（7.7） 11（6.8） 10（2.5）
5 年以上～ 10 年未満 32（13.0） 47（8.4） 12（14.1） 18（11.5） 20（12.4） 29（7.2）
10 年以上～ 20 年未満 41（16.7） 105（18.8） 18（21.2） 41（26.3） 23（14.3） 64（15.9）
20 年以上 128（52.0） 367（65.8） 35（41.2） 76（48.7） 93（57.8） 291（72.4）

就労状況

在職中 95（38.9） 179（33.1） 64（77.1） 107（72.3）
0.42

31（19.3） 72（18.3）
0.80 

無職 ( 年金生活含 ) 149（61.1） 362（66.9） 19（22.9） 41（27.7） 130（80.7） 321（81.7）

表 1：地域活動参加の有無と住居者属性および住環境特性

注：数値は人数（%）。
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性は、団体・会への参加や友人・知人との交流は少ない

が、就労や趣味活動が多いとの報告もあるため（斎藤・

近藤・村田・鄭・鈴木・近藤・JAGES グループ， 2015）、
男性に特化した地域活動が重要である。海外では、性差

を考慮したヘルスプロモーションが行われており（Ostlin, 
Eckermann, Mishra, Nkowane, & Wallstam, 2006）、わが国で

も性差を考慮した健康支援がはじまっている（千葉県健

康福祉部健康づくり支援課， 2013）。
　独居に比較して同居者がいることは、両年齢層におい

て地域活動参加と関連していた。この結果は、大規模集

合住宅以外の先行研究と同様の結果であった（久保・村田・

上城， 2014）。40 歳以上の男女のうち 70 % 以上は、高齢

期に自宅での生活を希望している一方で、病気や介護が

必要になったときに不安であることが示されている（厚

生労働省， 2016）。独居高齢者の地域活動参加は良好な心

理的健康と関連しており（藤井・北濃・神藤・佐藤・國

香・藤井・ 大藏， 2017）、高齢者が健康に独居生活を送る

ためには、人や社会とのつながりが重要であることも明

らかになっている（白砂・渕田， 2019）。大規模集合住宅

における地域活動参加にも、高齢者のみならず全世代の

独居への対応を考慮すべきである。シンガポールの公共

アパートにおいても独居が社会的孤立に影響しており（Wu 

& Chan, 2012）、アジア圏でも同様の問題が発生している。

　住居年数が長いことは、両年齢層において地域活動参加

と関連しており、65 歳以上では、長いほど関連が強くな

る傾向も確認できた。地域への愛着すなわち人と地域を

結ぶ情緒的な絆は、住居年数に大きな影響を与える（Brown, 
Perkins, & Brown, 2003）。地域に高い愛着を持つ住民は、

ボランティア（藤川， 1994）や防災活動（若林・赤坂・小島・

平手， 2000）などの地域活動に積極的に参加している。一

方、住居年数が浅くても地域活動に参加するともいわれて

おり（Twigger-Ross & Uzzell, 1996）、単なる住居年数の長

さ以上に、地域での経験の質によって強く規定されること

から（引地・青木・大渕， 2009）、さらなる調査が必要である。

　65 歳未満では、地域活動参加と高層階に住むことに関

連はなかったが、高齢者では関連が認められた。高層住

居は、高齢者の外出制限があること（大森， 2001）、エレベー

タの有無にかかわらず 6 階以上に住居する高齢者の外出

頻度は 5階以下に比べて低いことが指摘されている（橋本， 
2012）。さらに、大規模高層住宅団地の高齢者において、

10 階以上にいる者の歩数が少ないことも示されている（濱

田・樋野・石井， 2018）。ニュータウン住居者は、ロコモティ

ブシンドロームの高リスクが報告されており身体機能が

重要な要因になる（藤堂他， 2015）。本研究では、身体機

注：独立変数を相互に調整。

65 歳未満 65 歳以上

調整済 *
オッズ比

95 % 信頼区間 p-value 調整済 *
オッズ比

95 % 信頼区間 p-value

性別

男性 1.00 1.00
女性 2.44 (1.22 ～ 4.86) 0.01 1.13 (0.72 ～ 1.80) 0.59

住居者数

独居 1.00 1.00
2 人 1.21 (0.53 ～ 2.73) 0.65 1.55 (0.97 ～ 2.49) 0.07
3 人 2.75 (1.01 ～ 7.48) 0.048 2.51 (1.15 ～ 5.52) 0.02
4 人以上 3.49 (1.11 ～ 11.01) 0.03 1.68 (0.38 ～ 7.34) 0.49

住居棟の種類

分譲　 1.00 1.00
公営　 0.67 (0.28 ～ 1.60) 0.37 1.62 (0.96 ～ 2.74) 0.07
賃貸 0.15 (0.04 ～ 0.64) 0.01 0.10 (0.04 ～ 0.27) < 0.01

住居階層

低層階（1 ～ 3 階） 1.00 1.00
中層階（4 ～ 6 階） 1.25 (0.46 ～ 3.39) 0.66 0.66 (0.32 ～ 1.38) 0.27
高層階（7 階以上） 2.21 (0.91 ～ 5.39) 0.08 0.45 (0.24 ～ 0.86) 0.02
p for trend 0.15 0.03

住居年数

3 年未満 1.00 1.00
3 年以上～ 5 年未満 3.81 (0.83 ～ 17.59) 0.09 2.35 (0.54 ～ 10.31) 0.26
5 年以上～ 10 年未満 2.41 (0.64 ～ 9.04) 0.19 2.62 (0.76 ～ 9.04) 0.13
10 年以上～ 20 年未満 3.30 (1.03 ～ 10.56) 0.04 4.35 (1.38 ～ 13.70) 0.01
20 年以上 3.55 (1.18 ～ 10.69) 0.02 4.11 (1.45 ～ 11.65) < 0.01
p for trend 0.07 < 0.01

就労 0.96 (0.47 ～ 1.96) 0.90 1.32 (0.78 ～ 2.26) 0.31

表 2：地域活動参加と住居者属性および住環境特性の関連性
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能に関する情報を得ていないため、高層階の住居者の身

体機能面も考慮する必要がある。 
　両年齢層において、集合住宅の住居棟の種類と地域活

動参加の有無に関連があった。公的賃貸住宅住居者に多い

抑うつ傾向や運動習慣が少なさは、ソーシャル・キャピタ

ルが低いことによって一部説明されている（Saito-Kokusho 
et al., 2016）。分譲住宅におけるコミュニティ作りの検討も

行われており（村田・山田， 2014）、地域コミュニティを

作るためには、個人のみならず集合住宅全体として介入す

ることが提案されている。そして、これらの問題に対処す

るため、行政をはじめとした地域の関係者の方々と連携・

協力しながら，団地を地域資源として活用する地域医療

福祉拠点化の取り組みも始まっている（山澤， 2019）。
　今後、大規模集合住宅において中年男性、独居者、高

層階住居者への地域活動参加を促す仕組みが必要となる。

米国の大規模集合住宅に住む高齢者を対象にした介入研

究では、住居アパートの地域ニーズを個別に捉え、情報

交換、地域での実践、生活への組み込みのプロセスが、

生活満足度を向上させている（Clark, Azen, Zemke, Jackson, 
Carlson, Mandel, Hay, Josephson, Cherry, Hessel, Palmer, & 
Lipson, 1997）。このように、性差に関係なく個別のニーズ

を捉えることは重要であり、ニーズを解決する仕組みを

盛り込むことが望まれる。そして、男性は自身の趣味を

継続しているため（斎藤他， 2015）、地域参加に個別の趣

味を生かす仕組み、高層階で開催する地域活動も検討す

る必要がある。加えて、地域活動への参加を検討する場合、

地域資源への近接性や交通機関、近隣の安全性、歩行環

境（Levasseur, Généreux, Bruneau, Vanasse, Chabot, Beaulac, 
& Bédard, 2015）も考慮しなければならない。

　本研究にはいくつかの限界がある。第一に、横断研究

であり地域活動参加との因果関係は言及できない。今後，

前向きコホート研究もしくは介入研究を進める必要があ

る。次に、研究対象地域が限定されている点があげられる。

しかし、すべての研究対象者は、都市型の大規模集合住

宅の住居者であり、大規模集合住宅における地域参加の

有無との関連を見出した点では意義がある。また、参加

者の年齢を 65 歳未満と 65 歳以上に分類したため、65 歳

未満は年齢層に幅があった。今後、サンプル数を増やし

て層別に分析する必要がある。最後に、身体機能や精神

機能、日常生活動作能力（Strain, Grabusic, Searle & Dunn, 
2002）、教育年数、世帯の収入（Wilson, Bennett, Beckett, 
Morris, Gilley, Bienias, Scherr, & Evans, 1999）など、地域活

動参加に影響する要因を調査できていない。さらに、地

域活動の種別、参加頻度や時間については分析できてい

ない。今後、これらの要因を含めて解析する必要がある。

5.  結論

　都市型の大規模集合住宅住居者の地域活動参加は、年

齢層による若干の違いがあった。65 歳未満では、地域活

動参加は女性と関連し、65 歳以上では住居階層に有意な

関連を認め、高層になるほど関連が弱くなった。年齢層

に関わらず、地域活動参加と住居者数、住居棟の種類お

よび住居年数に有意な関連を認めた。65 歳以上では、住

居年数が長いほど関連が強くなる傾向も確認できた。大

規模集合住宅において、地域活動参加に関する対策には、

住居者数、住居年数以外にも、住環境として住居階層や

住居棟の種類を考慮するする必要がある。
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